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はじめに 
 

 近年、医療・福祉・環境・文化・芸術・スポーツ・まちづくり・国際協力等あらゆる分野

で市民活動団体等民間非営利組織、いわゆる「ＮＰＯ法人」による活動が活発に取り組まれ

ています。 

 県内でも、平成１７年１１月末で、１４５団体が認証されており、今後も増加することが

予想されます。 

 このうち、最も多いＮＰＯ法人の分野は、高齢者等の介護サービス関連であり、全体の約

３分の１を占めています。中でも「富山型デイサービス」と呼ばれる高齢者も子供も障害の

有無に関わらず預かる柔軟な民間の介護サービスが本県の特色です。 

 富山型デイサービスの実態調査については、平成１６年度のマスターセンター補助事業で

実施しましたが、今回はそれ以外の分野に取り組むＮＰＯ法人の実態調査を実施したもので

す。 

 本県では、近年、廃業数が創業数を上回る傾向が継続しており、産業の活性化の為にも創

業の促進が重要な課題となっておりますが、ＮＰＯ法人による起業・創業行動がこの課題対

応の一助となっていると考えております。 

 当支部としては、今後、ＮＰＯ法人の創業支援として、立ち上がり期のビジネスプラン作

成や資金調達方法、各種施設の紹介等でお手伝いするとともに、その後のマネジメント支援

も含めて積極的に関わりを持ちたいと思い、今回「ＮＧＯ・ＮＰＯネットワークとやま」の

ご協力を得て、本調査を実施したものです。 

 調査結果については、当支部の会員の今後の支援の参考に資するだけではなく、実際、積

極的に社会貢献に尽力されている多くのＮＰＯ法人の皆様方の今後の運営の参考になれば幸

いであります。 
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おわりに 



調査実施要領 
 

■調 査 目 的    近年、起業・創業に大きく寄与している「ＮＰＯ法人」に対し、中小

企業診断士は経営活動支援に積極的に携わっていくことが想定される

ので、その実態を把握し、今後の方向性等を明らかにすることにより、

「ＮＰＯ法人」の今後の活性化、発展に資することを目的とする。 

 

■調 査 対 象     富山県内においてＮＰＯ法人（富山型デイサービス分野を除く）を             

営む事業所、８４事業所 

 

■調 査 方 法    郵送によるアンケート調査 

 

■回答事業所数   ３８事業所（回答率４５.２％） 

 

■調査実施時期   平成１７年８月～平成１８年１月 

 

■調査実施機関   社団法人 中小企業診断協会 富山県支部 
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｢県内ＮＰＯ法人(富山型デイサービス分野を除く)の現状と課題｣
アンケート結果   
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１．事業内容  
 

事業内容については、「環境保全」が１５％と最も多く、次いで「子供の健全育成」が１３％、

「学術・文化・芸術・スポーツの振興」が１２％、「町づくりの推進」が１０％となっており、

富山県内においてのＮＰＯ法人の活動は多岐にわたっている。 

しかしながら、これらの事業内容は株式会社等の一般の法人が参入しづらい事業分野が中

心であることが見て取れる。つまり、事業規模、収入規模の比較的小さい分野で富山県内の

ＮＰＯ法人が活躍していることを示す。 
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２．資本金（基本財産） 
 

 資本金（基本財産）については、「１００万円未満」が３６％と最も多く、次いで「資本

金なし」が３２％、「１００万以上３００万円未満」が２１％、「１,０００万円以上」が８％

となっている。３００万円未満のＮＰＯ法人が全体の約９割を占めている。 

 資本金・基金等の立ち上がり費用を必要としない「ＮＰＯ法人」の特色を考えれば小額の

基本財産は致し方ないものと考えられるが、ＮＰＯ法人の財政基盤が脆弱であるとも言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ２．資本金（基本財産）
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３．開業資金の調達方法 
 

開業資金については、「その他」が４４％と最も多く、次いで「個人の預・貯金」、「支援企

業」が１８％、「友人・知人」が１４％、「金融機関」が６％となっている。「親類」からの調

達は皆無であった。 

 「その他」の内訳は、「補助金」、「会費収入」、「任意団体時の預金引継」等がほとんどであ

る。 

金融機関からの調達は個人の保証が必要となるケースが多く、「個人の預・貯金」、「任意団

体時の預金引継」等の自己資金での対応を余儀なくされているものと思われる。 

 

 

個人の預・貯金

18% 

支援企業 

18% 

知人・友人 

14% 

金融機関

6% 
親類 
0% 

 

その他 

44% 

 

 
「その他」内訳 

会 員 の 出 資  

9%  

寄 付 金

4%

任 意 団 体 時 の  

預 金 引 継  

26% 

補 助 金

26%  
会 費 収 入  

35%  

 

Ｑ３．開業資金の調達方法 

－５－ 



４．運営スタッフ 
 

運営スタッフについては、「１人以上５人未満」が３９％と最も多く、次いで「５人以上１

０人未満」が２６％、「２０人以上」が１６％、「なし」が１１％、「１０人以上２０人未満」

が８％となっている。１０人未満の少人数の運営スタッフで８割近くのＮＰＯ法人が運営さ

れている。 

一方で２０人以上の大人数のスタッフを抱えるＮＰＯ法人も見受けられる。 

 

 
Ｑ４．運営スタッフ 
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５．年間収入 
 

年間収入については、「２００万円未満」が４３％と最も多く、次いで「２,０００万円以

上」が２５％、「２００万円以上５００万円未満」が１４％、「５００万円以上１,０００万円

未満」が１１％、「１,０００万円以上２,０００万円未満」が７％となっている。 

年間５００万円未満の収入規模の少ないＮＰＯ法人が全体の半数を占めており、運営スタ

ッフも少人数であり、小規模な運営・経済状況が見て取れる。 

一方で「年間１,０００万円以上」の収入規模の大きいＮＰＯ法人が３割強を占めており、

収入格差が大きくなっている。 

 

 
Ｑ５．年間収入 
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６．収入源 
 

 収入源については、「会費」が４４％と最も多く、次いで「事業収入」が１６％、「寄付金」

が１３％、「補助金」が１２％、「業務委託」が８％となっている。 

一方で「民間、その他助成金」、「借入金」がそれぞれ３％と少なくなっている。 

 事業収入、業務委託のＮＰＯ法人事業からの収入が２割程度と少なく、会費や寄付金等の

収入に頼っている面が見られる。なお借入金での調達は、開業資金同様に少なくなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ６．収入源
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７．支出内訳 
 

支出内訳については、「事業費・活動費」が６７％と最も多く、次いで「人件費」が３３％

となっている。 

この２項目で全ての支出を占めており、「人件費」の支出割合が３割と少ないのは、１０

人未満のスタッフでの運営が８割を占めているためと思われる。 

 

 
Ｑ７．支出内訳 
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８．収支状況 
 

 収支状況については、「収支トントン」が４０％と最も多く、次いで「あまり良くない」が

３２％、「よくわからない」が１８％、「良い」、「悪い」がそれぞれ５％となっている。 

これを年間収入、運営スタッフとの関係でみると「良い」と回答したＮＰＯ法人は、年間

収入「２,０００万円以上」、運営スタッフ「２０人以上」であり、「悪い」と回答したＮＰＯ

法人は年間収入「２００万円未満」、運営スタッフ「なし」が多くなっている。「収支トント

ン」、「あまり良くない」、「よくわからない」のＮＰＯ法人は年間収入・運営スタッフ共に分

散している。 

 

 
Ｑ８．収支状況 

収支トントン 

40%  

あまり良くない

32%  

よくわからない

18%  

良い 

5%  

悪い

5% 
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９．１年前と比較した現在の経営状況 
 

経営状況については、「変わらない」が４１％と最も多く、次いで「順調に増加」が２７％、

「よくわからない」が１６％、「減少傾向」が１６％となっており、総じて経営状況は安定し

ていると考えられる。 

ＮＰＯ法人の運営が事業規模・収入規模の小さい分野で行われているため、「変わらない」

とする回答が多かったのではないかと思われる。 

次いで、「順調に増加」と回答したＮＰＯ法人の増加割合は、「５％未満」と「１０％以上」

がほとんどであった。また「減少傾向」と回答したＮＰＯ法人の減少割合は「△５％以上１

０％未満」が６割強を占めていた。 

 

 
Ｑ９．経営状況（１年前と比較して） 

変わらない

41% 

減少傾向 

16% 

よくわからない

16% 順調に増加 

27% 

 

 
「増加」割合 

10％以上 

43% 

5％未満

57% 

5％以上 10％未満 

0% 

 
「減少」割合 

△5％以上 10％未満

66% 

 

△10％以上

17% 

△5％未満

17% 
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10．伸び悩みの原因 
 

 伸び悩みの原因については、「未回答」が３６％と最も多く、次いで「広告宣伝・顧客ＰＲ

の不足」が２２％、「需要が少ない」が１６％、「スタッフの能力不足」が８％、「競合他事業

所の進出」、「立地選定の誤り」がそれぞれ２％となっている。 

 「未回答」の割合が多いのは、ＮＰＯ法人自体が自身の経営状況の把握ができていないた

めと考えられる。 

「広告宣伝・顧客ＰＲの不足」、「需要が少ない」等は、やはりＮＰＯ法人の運営が事業規

模・収入規模の小さい分野で行われているためと考えられる。 

 

 
Ｑ10．減少傾向の原因 

競合他事業所の進出 

2% 
 

立地選定の誤り 

2%  

スタッフの能力不足 

8% 
 

需要が少ない 

16%  

サービス水準低い

0%  

広告宣伝･顧客ＰＲの不足

22%  

未回答 

36% 
 

 

その他

14%
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11. 現在の悩み・問題点 
 

現在の悩み・問題点としては、「ＰＲ活動ができていない」、「活動に必要な情報収集ができ

ていない」、「外部に相談する相手がいない」がそれぞれ１５％と最も多く、次いで「会員数

が思うように増加しない」が１３％、「活動に必要な人員確保ができない」が１２％となって

いる。 

 これらは、経営に関する事項がほとんどである事から、中小企業診断士を中心として、経

営に関する専門家の助言を必要としているものと考えられる。 
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12．経営上の課題 
 

経営上の課題については、「安定経営ができる収入の確保」が２６％と最も多く、次いで

「ボランティア等の活動に必要な人員の確保」が１４％、「ＰＲできる機会の確保」、「利用者

の増加策の策定」、「活動目的の浸透」がそれぞれ１２％であった。 

ＮＰＯ法人の事業分野は、一般の株式会社等の法人が参入しづらい分野が中心であるため、

事業基盤や収入基盤が比較的小さい。そのため、収入面、人材面での課題が多いと考えられ

る。また、ＮＰＯ法人の組織面での課題も挙げられており、中小企業診断士等の経営に関す

る専門家の支援も必要と思われる。 

 

 
Ｑ12．経営上の課題 
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13．立ち上げの動機 
 

 立ち上げの動機については、「地域社会の課題を解決するため」が４０％と最も多く、次
いで「今までの経験を活かすため」が２６％、「友人・知人からの勧め」が１１％、「(財)富

山県新世紀産業機構 中小企業支援センター等の起業家育成講座に参加して」が４％となって

いる。「その他」については中小企業診断士の勧めからが挙げられていた。 

総じて社会に自身の経験を役に立てたいという高い信念により設立されたと考えられる。

また、(財)富山県新世紀産業機構がサポートする起業家育成講座参加による立ち上げも見ら

れ、公的な支援センターもＮＰＯ法人の設立サポートの一翼を担っていると言える。 

 

 

Ｑ13．立ち上げの動機 

(財)富山県新世紀産業機構 

中小企業支援センター等の 

起業家育成講座に参加して 

4% 

 

 

友人・知人からの勧め 

11% 

今までの経験を活かすため 

26% 

地域社会の課題を 

解決するため 

40% 

その他 

19% 
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14．立ち上げにあたり苦労した点 
 

 立ち上げにあたり苦労した点については、「許認可手続き」が２２％と最も多く、次いで

「協力者の確保」が１８％、「行政への協力要請」が１２％、「地域の理解」、「スタッフ人員

の確保」、「立ち上げ資金の調達」がそれぞれ１１％となっている。 

ＮＰＯ法人設立に際しては、所轄庁の認証を得れば誰でも設立できるが、“人員面”、“資

金面”等の様々な苦労がうかがえる。 

 
 

Ｑ14．立ち上げにあたり苦労した点 

許認可手続き 

22% 

地域の理解

11% 

スタッフ人員の確保 
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11% 

行政への協力要請 
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広告宣伝、ＰＲ方法 
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立地施設の確保

3% 
 

その他
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15．行政等に対する要望 
 

 行政等に対する要望については、「各種助成制度の拡充」が４９％と最も多く、次いで「経

営に関する指導・支援」が１８％、｢スタッフ等人材の斡旋｣が１３％となっている。 

 ＮＰＯ法人の運営において、“資金面”、“人材面”の問題が課題であり、行政等に、“補助

金等による資金面での支援”、“中小企業診断士等経営に関する専門家の派遣等による人材面

での支援”が求められている。 

 

 
Ｑ15．行政等に対する要望 

各種助成制度の拡充 

49% 

経営に関する指導・支援

18% 

スタッフ等人材の斡旋 

13% 

従業員の育成 

8% 

ＩＴ化の支援

7% 

その他 
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16．今回のアンケートに関しての意見、その他要望 
 

以下に、今回のアンケートによるその他の要望等を掲載します。 

 

・ボランティア活動を長くしていたので、社会的信用を得るためにＮＰＯ法人を設立した。

今後もご支援願う。 

・ＮＰＯ法人を地域に浸透させていくために、アンケート等ＮＰＯ法人が抱える課題等を

検証し、適切な情報提供を願う。 

・スタッフが個々に別の仕事を抱えており営業・ＰＲ活動が不足している。事業活動には

助成金が必要である。 

・中小企業診断士とは、今後連携していきたい。 

・各種助成金の情報があれば知りたい。 

・資金面不足が活動を制限している。 
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第２章 

 

県内ＮＰＯ法人（富山型デイサービス分野を除く）の現状と課題 
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１．やや過少状況の県内ＮＰＯ法人認証数 
 

ＮＰＯとは総理府のホームページでは、継続的、自発的に社会貢献活動を行う、営利を目

的としない団体の総称としている。一方、日本ＮＰＯセンターでは民間非営利組織と訳し、

非営利とは利益が上がっても構成員に分配しないで、団体の活動目的を達成するための費用

に充てるとし、組織は社会に対し責任ある体制で継続的に存在する人の集まりとしており、

換言すると社会的使命を達成することを目的にした組織としている。 

さらに、その社会的役割とは、社会的サービスを提供するに当たって、政府・自治体や企

業では扱いにくいニーズに対応する活動から制度の改革に取り組む社会的な問題を解決する

ための活動まで、いろいろな面での重要な役割を示している。 

今回の調査は法人格を有するＮＰＯを対象としたが、一般的にＮＰＯという場合は、法人

格の有無や法人格の種類を問わず、民間の立場で社会的サービスを提供したり、社会的問題

を解決するために活動する団体を言い、全国的に市民活動団体（ＮＰＯ法人と任意団体）は

８万団体以上あるといわれている。この内、ＮＰＯ法人の認証数は、総理府のホームページ

では２２,３６２団体（２００５年１１月３０日現在）となっており、うち当県は１４５団体

（全国比０.６％）と比較的認証数が少ない状況といえる。 

 

 

２．多岐にわたる分野で活動する県内のＮＰＯ法人 
  
今回のＮＰＯ法人の調査では、前回に富山型デイサービス分野を調査していることから、

これを除いた分野について実施した。 

その結果、１７あるＮＰＯ法人の事業区分けのうち、県内には１６分野で法人が設立され

ていた。「国際協力」分野のみがなく、県内のＮＰＯ法人の活動が多岐にわたっていることが

分かる。 

多い分野は、順に「環境保全」（１５％）、「子供の健全育成」（１３％）、「学術・文化・芸

術・スポーツの振興」（１２％）、「町づくりの推進」（１０％）であり、ＮＰＯ法人の全国の

統計データと同様の傾向である。これらの分野は、株式会社等の一般法人がビジネスとして

参入しづらい分野であり、こういった事業規模、収入規模の比較的小さい分野で、県内のＮ

ＰＯ法人が活躍していることが分かる。 

少ない分野は、「科学技術の振興」と「人権擁護・平和の推進」の各１％であった。 
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３．事業規模などでの二極化傾向はあるが、総じて財政基盤は脆弱な 
県内ＮＰＯ法人 

 

資本金は、「３００万円未満」のＮＰＯ法人が全体の９割を占めており、しかも、そのうち

の３割は「資本金なし」である。資本金・基金等立ち上がり費用を必要としないＮＰＯ法人

の特色を考えると、この回答結果は当然とも言えるが、大多数のＮＰＯ法人において、財政

基盤が脆弱であることが分かる。 

一方で、資本金が「１,０００万円以上」が１割程度あり、「３００万円以上～１,０００万

円未満」が１社もないことを考えると、二極化していることがうかがえる。 

 

創業時の開業資金の調達方法で最も多いのは、「その他」の４４％である。その「その他」

の内訳で多いのは、「会費収入」、「任意団体時の預金引継」、「補助金」の３つで、合わせて９

割を占めている。 

それ以外は、「個人の預・貯金」（１８％）、「支援企業」（１８％）、「友人・知人」（１４％）

であり、「金融機関」からの調達は６％と少ない。金融機関からの調達は、個人の保証が必要

となるケースが多く、自己資金等での対応を余儀なくされているものと思われる。 

 

運営スタッフは、「１人以上５人未満」が最も多く約４割である。「なし」を含めた「１０

人未満」で見ると８割近くに上り、少人数で運営していることが分かる。 

一方で、「２０人以上」の大人数を抱えているところも１６％あり、二極化が見られる。 

 

年間収入額も、５００万円未満の規模の少ないＮＰＯ法人が全体の半数を占めており、運

営スタッフも少人数であることから、小規模な運営・経済状況が見て取れる。 

一方で「年間１,０００万円以上」の収入規模の大きいＮＰＯ法人が３割強を占めており、

ここでも二極化が見られ、収入格差が大きい。 

 

主な収入源については、「会費」が最も多く４４％である。「事業収入」は１６％、「業務委

託」での収入は８％と、NＰＯ法人としての事業からの収入は少ない。また、「寄付金」（１３％）

や「補助金」（１２％）も欠かせない収入源であることが分かる。 

ＮＰＯ法人は営利目的ではなく、元々民間が参入しても利益を得にくい分野が多いことを

考えると、当然の結果とも言える。 

 

主な支出内訳では、「事業費・活動費」（６７％）と「人件費」（３３％）の２項目しか挙が

らなかった。「事務所維持費」、「事務所運営費」には、あまりお金をかけていられないようで
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ある。 

 

直近の収支状況については、「収支トントン」が最も多く４割、次いで「あまり良くない」

が３割強を占めている。しかし、「良い」も５％あった。 

これを年間収入・運営スタッフとの関係で見ると、「良い」と回答したＮＰＯ法人は、年間

収入「２,０００万以上」、運営スタッフ「２０人以上」であり、「悪い」と回答したＮＰＯ法

人は、年間収入「２００万円未満」、運営スタッフ「なし」が多くなっている。規模が大きい

と収支も良く、規模が小さいと収支も悪い傾向がうかがえる。 

１年前と比較した現在の経営状況については、「変わらない」が４割と最も多く、次いで「順

調に増加」（２７％）となっている。「減少傾向」は１６％であり、総じて経営状況は安定し

ていると考えられる。 

 

現在の経営状況が伸び悩んでいる原因については、「未回答」（３６％）が最も多く、次い

で「広告宣伝・顧客ＰＲの不足」（２２％）、「需要が少ない」（１６％）と続いている。 

「未回答」の割合が多いのは、ＮＰＯ法人自体が自身の経営状況の把握ができていないた

めと考えられる。また、「広告宣伝・顧客ＰＲの不足」、「需要が少ない」のは、ＮＰＯ法人の

運営が、事業規模・収入規模の小さい分野で行なわれているためと考えられる。 
 
 
４．事業収入及び人材の安定確保が県内ＮＰＯ法人の重要課題 
 

現在の経営上の悩み・問題点としては、「ＰＲ活動ができていない」、「外部に相談する相手

がいない」、「活動に必要な情報収集ができていない」が各１５％と最も多い。 

これらは、経営に関する事項が殆どであり、中小企業診断士を中心として、経営に関する

専門家の助言を必要としていると考えられる。 

 

現在の経営上の課題は、やはり「安定経営ができる収入の確保」が最も多く２６％である。

次いで、「ボランティア等の活動に必要な人員の確保」が１４％となっている。 

ＮＰＯ法人の事業分野は、一般の株式会社等の法人が参入しづらい分野が中心であるため、

事業基盤や収入基盤が比較的小さい。そのため、収入面、人材面での課題が多いと考えられ、

中小企業診断士等の経営に関する専門家の支援も必要と思われる。 
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５．ＮＰＯ法人の設立手続きの簡略化と資金面での支援が今後の行政の
課題 

  

ＮＰＯ法人の立ち上げの動機については、「地域社会の課題を解決するため」（４０％）が

最も多く、次いで「今までの経験を活かすため」（２６％）であった。総じて、社会に自身の

経験を役立てたいという、高い信念により設立されたと考えられる。 

「(財)富山県新世紀産業機構 中小企業支援センター等の起業家育成講座に参加して」も

４％あり、公的な支援センターもＮＰＯ法人の設立サポートの一翼を担っていると言える。

また、「その他」として中小企業診断士の勧めが上げられた。 

 

ＮＰＯ法人の立ち上げにあたって苦労した点については、「許認可手続き」が２２％と最も

多く、次いで「協力者の確保」が１８％となっている。 

 ＮＰＯ法人設立に際しては、所轄庁の認証を得れば誰でも設立できるが、そのための“人

員面”や“資金面”等の苦労がうかがえる。 

 

行政等に対する要望については、「各種助成制度の拡充」が約半数と最も多く、次いで「経

営に関する指導・支援」（１８％）の順になっている。 

 ＮＰＯ法人の運営においては、“資金面”や“人材面”での課題を抱えている。従って、行

政等に対して、資金面では“補助金等による資金面での支援”、人材面では“中小企業診断士

等の経営に関する専門家の派遣等”を求めているようである。 

加えて、立ち上げにあたって苦労したことに「許認可手続き」が最も多かったことから、

手続きの簡略化も要望の中にあげられたと思われる。 

 

 

６．中小企業診断士等外部専門家からの支援期待大 
 

富山県のＮＰＯ法人は、「環境保全」や「子供の健全育成」を始めとして、広く多分野にわ

たって設立されている。“資本金１,０００万円以上”、“運営スタッフ２０人以上”、“年間収

入１,０００万円以上”といった規模が大きく経営が順調な法人もあるが、それは全体の１割

程度である。大多数は規模が小さく、経営基盤も脆弱であり、“資金面”や“人材面”での課

題を抱えている。また、現在の経営状況が伸び悩んでいる原因を十分に把握しておらず、Ｐ

Ｒ不足や需要が少ないと感じている等、総じて経営感覚が不足していると思われる。 

 ＮＰＯにはボランティアのイメージが強く、利益に対して罪悪視する傾向がある。しかし、

法人である以上、事業を継続していくことが最大の目的であり、そのためには利益は必要不
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可欠である。この点に関しては、一般の法人と何ら変わりがない。 

 また、今回の調査において、ＮＰＯ法人の立ち上げの動機として、「地域社会の課題を解決

するため」や「今までの経験を活かすため」といった高い信念によって設立された傾向が見

受けられる。しかし、一般的にも立ち上げ時には思いばかりが熱く、マネジメントが弱いと

いう傾向があり、本県でも同様の傾向があると推測される。 

 ＮＰＯ法人の大きな収入源は会費である。今回の調査でも同様の結果が得られたが、その

ための会員や寄付の集め方、事業のＰＲの仕方、需要の掘り起こし方等、事業を発展してい

くためには、もっと経営手法を導入する必要がある。事業が発展できなければ、社会に自身

の経験を役立てたいという動機を実現することもできない。しっかりと利益を上げ、それを

ＮＰＯの使命に沿った事業に再投資していく、この点が利益を株主に分配する一般企業との

違いである。 

 最近は、今までの株式会社に代表される会社について様々な問題が発生し、問いかけがな

されている。こういったことを考えると、ＮＰＯ法人は新しい法人格としての地位を一層高

めていくものと思われる。個人や企業の寄付を基盤にし、利益は株主に分配する必要が無く

市民に還元されるといった特徴があり、社会的責任を自覚する人、地域の為に尽くそうと思

う人が集まって強い組織になる。現在のそしてこれからの成熟した社会では、こういった組

織が一般企業に勝つことも考えられる。 

 しかし、そのためには経営を安定し発展させていく必要があり、“補助金等”の資金的な支

援と共に、“中小企業診断士等の経営に関する専門家の派遣等”のマネジメントの支援が必要

と思われる。 

 アンケートでの最後の意見の中にも、「ボランティア活動を長くしていましたので、社会的

信用を得るためにＮＰＯ法人を設立しました。今後とも御支援ください。」、「ＮＰＯ法人を地

域に浸透していくために、アンケート等ＮＰＯ法人が抱えている課題等を検証していただき

情報提供していただきたい。」、「中小企業診断士とは、今後連携していきたい。」等があり、

経営の指南役として我々中小企業診断士に対して大きな期待が寄せられている。 
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県内ＮＰＯ法人(富山型デイサービス分野を除く)の現状と課題に関する 
ア ン ケ ー ト 調 査 

          
社団法人 中小企業診断協会 富山県支部 
お問合せ先：076(444)5605 担当：藤井 

 
 私ども社団法人 中小企業診断協会は、中小企業支援法に基づき制定された国家資格「中小
企業診断士」の全国組織で、各県に支部があります。当支部では毎年テーマを決めて中小企
業などの経営実態を調査し、今後の経営支援活動の参考に資したいと思っています。平成１
７年は県内のＮＰＯ法人（富山型デイサービス分野を除く）の現状と問題点を明らかにいた
したく、本票によるアンケート調査を実施いたしたく存じます。 
 つきましては、ご多用中お手数をおかけいたしますが以下の設問にご回答のうえ、 
８月３１日（水）までに返信用封筒にてご返送くださいますようお願い申し上げます。 
 なお、ご記入いただきました内容を調査以外の目的に使用することはありません。 
   

事業所名  

           
Ｑ１．貴事業所の事業内容についてお尋ねします。 
   貴事業所で実施している事業内容をご回答ください。 
 １．環境保全        10．災害救援   
２．社会教育の推進        11．地域安全   
３．町づくりの推進        12．人権擁護・平和の推進 
４．学術・文化・芸術・スポーツの振興  13．国際協力 
５．男女共同参画社会の形成       14．消費者の保護 
６．子供の健全育成           15．職業能力の開発・雇用機会の拡充支援 
７．経済活動の活性化           16．NPO 法人の運営又は活動に関する 
８．情報社会の発展          連絡・助言・援助 
９．科学技術の振興           17．その他(             )

        
Ｑ２．貴事業所の資本金(基本財産)についてお尋ねします。 
   直近事業年度の基本財産でご回答ください。 
１．個人事業所のため資本金なし                                                 
２．１００万円未満 
３．１００万円以上～３００万円未満 
４．３００万円以上～５００万円未満 
５．５００万円以上～１,０００万円未満 
６．１,０００万円以上       

           
Ｑ３．貴事業所創業時の開業資金の調達方法についてお尋ねします。 

主なもの２つ以内を選択してください。 
１．個人の預・貯金取崩し                                                         
２．知人・友人からの援助、借入れ  
３．親類からの援助、借入れ 
４．支援企業からの援助、借入れ 
５．金融機関からの借入れ  
６．その他(具体的に                         ) 
 

回答欄

 

回答欄

 

回答欄
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Ｑ４．貴事業所の運営スタッフについてお尋ねします。                               
１．１人以上５人未満 
２．５人以上１０人未満  
３．１０人以上２０人未満 
４．２０人以上 
 

Ｑ５．貴事業所の直近の年間収入額についてお尋ねします。                           
１．２００万円未満 
２．２００万円以上～５００万円未満 
３．５００万円以上～１,０００万円未満 
４．１,０００万円以上～２,０００万円未満 
５．２,０００万円以上 
          

Ｑ６．貴事業所の収入源についてお尋ねします。                           
主なもの２つ以内を選択してください。                                        

１．会費      ６．寄付金 
２．独自事業の収入     ７．財産運用益  
３．行政等からの業務委託    ８．借入金   
４．行政からの補助金         ９．その他(                      ) 
５．民間、その他の助成金（財団や共同募金等） 

          
Ｑ７．貴事業所の主な支出内訳について、主もウエイトの高いものを選択してください。 
１．事業費・活動費       
２．人件費        
３．事務所維持費（水道光熱費・事務所賃貸料等） 
４．事務所運営費       
５．その他（                             ）

           
Ｑ８．貴事業所の直近の収支状況についてお尋ねします。               
１．良い   
２．収支トントン       
３．あまり良くない       
４．悪い        
５．事業を始めたばかりでよくわからない 
 

Ｑ９．１年前と比較した現在の経営状況についてお尋ねします。 
   １または３と回答された方は回答欄の下段に①②③の番号も入力してください。
  
１．順調に収入が増加している  

(①５%未満, ②５%以上～１０%未満, ③１０%以上)  
２．１年前も現在も収入はほとんど変わらない  
３．収入は減少傾向にある  

 (①△５%未満, ②△５%以上～１０%未満, ③△１０%以上) 
４．事業を始めたばかりでよくわからない              
                                                     上記で１,３を 

                                                        回答された方 
 

 

回答欄

 

回答欄

 

回答欄

 

 

回答欄

 

回答欄

 

回答欄
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Ｑ10．前問で収入が｢ほとんど変わらない｣、または｢減少傾向」とお答えの方にお尋ねします。 
減少傾向や伸び悩んでいる原因と思われるものを２つ以内で選択してください。 

１．競合他事業所の進出 
２．広告宣伝、顧客ＰＲの不足 
３．地域における需要が少ない 
４．立地選定の誤り       
５．サービス水準が同業他事業所より低い  
６．スタッフの能力不足       
７．その他(具体的に                         )

         
    
Ｑ11．現在の悩み・問題点についてお尋ねします。 
   主なもの３つ以内を選択してください。                
１．営業力が弱い       
２．ＰＲ活動ができていない（知名度が低い・広告宣伝が不十分）  
３．活動の目的・方針が組織内に浸透していない  
４．提供するサービスの質が不十分     
５．事業所の立地条件が悪い     
６．活動に必要な人員確保ができない     
７．求めている能力を持った人材が確保できない    
８．組織運営がうまくいかない     
９．経理・税務等の事務処理がうまくいかない     
10．事業計画・活動計画がうまく作れない     
11．活動に必要な情報収集ができていない     
12．会員数が思うように増加しない       
13．補助金・助成金が不十分である       
14．金融機関からの借入れが思うようにできない     
15．提供するサービスが不十分である       
16．外部に相談する相手がいない       
17．人件費等の支払いに充てる運転資金が不足している     
18．その他（具体的に                                  ） 

      
 

Ｑ12．現在の経営上の課題についてお尋ねします。 
   主なもの２つ以内を選択してください。                    
１．スタッフ人員の確保       
２．安定経営ができる収入の確保      
３．相談できる専門家（経営相談・情報機器導入等）の人材確保   
４．ＰＲできる機会の確保       
５．ボランティア等の活動に必要な人員の確保     
６．利用者の増加策の策定       
７．サービスの質の向上       
８．活動目的の浸透       
９．営業力の強化       
10．その他(具体的に                          ) 

          
  
 

回答欄

 

 

回答欄

 

 

 

回答欄
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Ｑ13．ＮＰＯ法人を立ち上げた動機についてお尋ねします。 
   主なものを選択してください。       
１．友人・知人からの勧め       
２．新世紀産業機構（中小企業支援センター）等の起業家育成講座に参加して 
３．今までの経験を活かすため      
４．地域社会の課題を解決するため      
５．その他(具体的に                         )

           
Ｑ14．ＮＰＯ法人の立ち上げにあたり苦労した点についてお尋ねします。 
   主なもの２つ以内を選択してください。               
１．許認可手続き      ６．地域の理解    
２．立ち上げ資金の調達    ７．行政への協力要請    
３．スタッフ人員の確保   ８．立地施設の確保    
４．協力者の確保       ９．その他  
５．広告宣伝、ＰＲ方法   (具体的に               )

  
         
Ｑ15．行政等に対する要望についてお尋ねします。 
   主なもの２つ以内を選択してください。     
１．経営に関する指導・支援      
２．各種助成制度の拡充       
３．従業員の教育       
４．ＩＴ化の支援       
５．スタッフ等人材の斡旋       
６．その他(具体的に                         )

         
    
Ｑ16．最後に、今回のアンケートに関してご意見があればご記入ください。 

          
          
          

 
 
 
 

 
調査にご協力ありがとうございました。 
同封の返信用封筒にてご返送ください。 

 

  

 

 

 

 

 

回答欄

 

回答欄

 

 

回答欄
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ＮＰＯ法人が利用できる融資制度 
 

富山県制度融資・地域貢献型事業(コミュニティビジネス)支援枠 

 融資対象者  

原則として富山県内の地域で活動を行う方で、次の３点の要件を満たす方 

① 有償で行われ、雇用の対価が支払われる等ビジネス要件を備えていること 
② 福祉、環境、まちづくり等、地域の課題を地域の資源で解決する等、地域に貢献する
事業であること 

③ 活動の拠点となる市町村、商工会議所、商工会の認定を受けていること 
 融資内容  

■資金使途 設備資金、運転資金 

■限度額 ２,０００万円 

■期間 設備資金 ７年以内(うち据置期間１年) 

 運転資金 ５年以内(うち据置期間１年) 

■利率 年１.３%(平成１７年１２月末現在) 

■融資申込先 市町村、商工会議所または商工会の認定書を添えて取扱金融機関 

 

元気とやまファンド地域貢献型債務保証制度 

 対 象 者  

地域貢献型事業(コミュニティビジネス)支援枠の融資を受ける方で、信用保証協会の保

証制度の対象とならない方(ＮＰＯ法人等) 

 内  容  

上記の方が融資を受ける場合に(財)富山県新世紀産業機構が債務保証する。 

■保証割合 融資額の７０% 

■保証期間 融資償還期間 

■保証料率 年０.８%(平成１７年１２月末現在) 

Ｎ
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Ｏ
法
人
等

金
融
機
関

金
融
機
関

融
資
実
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元 気とや ま中小 企 業 総 合 ファンド
(財 )富 山 県 新 世紀 産 業 機 構

富 山 県経 営 支 援 課
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おわりに 
 

 平成１６年度マスターセンター補助事業で実施したその多くがＮＰＯ法人である「富山型

デイサービス」の実態調査結果は、創業間も無い団体が多かったことから、立ち上がり資金

の調達に対する苦労や実際に立ち上がってからの収入の確保や経営の安定を訴える団体が多

く、また、今後についても優秀な人材の確保や地域の協力体制の構築が課題であることが判

明しました。 

 しかし、事業内容は高齢者など介護福祉事業が主体であるため、この利用者さえ確保すれ

ばその多くは介護保険の対象事業であり、介護サービスの向上などにより安定化が図れる余

地は十分あると思われ、富山で生まれた利用しやすいデイサービスということもあり、今後

おおいに期待される社会貢献事業と見受けられました。 

 これに対し、今回のＮＰＯ法人実態調査結果は、「富山型デイサービス」分野の実態と同様

に、立ち上がり期の苦労から今後の課題まで同傾向を示しています。 

さまざまな地域社会の課題解決のためや今までの経験を生かすことを目的に設立されてい

ますが、実際立ち上げてみると、思いばかりが先行し、マネジメントが後回しになるという

傾向にあるようです。 

 事業が順調に発展し、それなりに内部留保ができなければ設立の思いを達成できることが

できないものですので、収入の確保は勿論、事業のＰＲやニーズの発掘により安定化を図っ

ていかなければなりません。 

 そのためにも、当支部会員の中小企業診断士は、この調査の内容を充分理解し、経営指導

などで期待がされていることも鑑み、今後積極的に支援のお手伝いすることが不可欠と考え

られます。 

 なお、本調査の実施に際しまして、ＮＰＯ法人の方々にはご多忙の中格別のご協力を賜り

ましたことに対し、厚く感謝申し上げますと共に、この調査の分析等でご協力を賜りました

当支部の稲垣、板谷会員にも併せて厚くお礼申し上げます。 
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